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いしずえ通信第72 号(2023.10.13)別添  

故田村昌仁博士を偲ぶ 
（その５「地盤補強」の再考） 

 
                （一社）基礎構造研究会代表理事 杉村義広 

 

 キーワードとして杭を使う場合も「地盤補強」と呼ぶのは言葉としてどうもしっくりこな

いと感じていたので、その後も、地盤工学用語辞典などを調べながら「工法」をつけて「地

盤補強工法」とするなら“杭を地盤補強のために使う”というニュアンスを出せるなとか、

さらに地盤と杭を複合するから「複合地盤」ではどうかなどと考えていた。そうした時に、

建築学会近畿支部基礎構造部会の臨時部会で小規模建築物の設計指針についてのオンライン

会議があることを知って参加させてもらうことにした。 

小委員会の主査酒匂教明教授の改定案の説明があった時に、その点について発言したのであ

るが、そのことはひとまず脇に置いて、ここでは、筆者が全く知らなかった型式地盤A、B、

C…という話題が出たことについて述べてみたい。「型式地盤」とはどういう意味かをインタ

ーネットで調べてみると、日本建築総合試験所性能評価課2016.3.1、複合地盤補強工法の建

築技術性能証明「型式適合認定建物への適用時の留意事項について」という文書があった。

難解な文章で理解するのに手間取ったが、“複合地盤補強工法（直接基礎下の地盤支持力+杭

状地盤補強材支持力）”とか、“当該工法による地盤補強が型式適合認定建物に採用できる”

とかといった語句が出ており、オンラインでは建築センターだと聞いたことを思い出すとと

もに、行政の出先機関では“地盤補強”が一定の認識を得ていることが類推できたのである。

この認識が広く一般まで流布しているのかどうかまでは分からない不安も残るが、一応“地

盤補強”のキーワードは“市民権”を得た用語であると受け取ることにしたい注１）。したがっ

て、もし小委員会が 2008 年版指針以来の“地盤補強”を継承する意思を示せば、それを尊

重して用語については何ら異論を出さず、ここではほかの観点からの論を進めることにする。 

基礎ＰＤの時に〔権田将也：小規模建築物基礎における設計クライテリア、pp.7〜13〕説明されていた

図２が今回も紹介されていたのでそれを引用する〔ただし、左から２番目が「ア」、３番目が「イ」、

一番右が「緊結」と赤書きされていた〕。その主旨は、赤で囲まれたものだけを対象として扱い、そ

れ以外は基礎指針〔建築学会建築基礎構造設計指針(2019)〕によるというものである。筆者は、この

図は基礎の形式を分類したもので、アだけが設計の説明であるから除くべきであるという点

と、そもそもアとイは基礎形式としては同じであり、それが複合地盤補強ではないかと考え

ながら聴いていたのである〔用語については言及しないと言ったばかりであるが、これが複合地盤というこ

とであれば地盤補強に代わるキーワードになるではないかとの思いもあった〕。ただ、複合地盤と記述して

おいて指針からは除くと説明されては何か不可解で、筆者には想像できないほかの理由が潜

んでいるのかも知れないとも思ったのである。設計に係わる内容を含めて基礎形式としてい

るのは問題であるからである。「それではパイルドラフトはどうなりますか」と不意の質問を 
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受けた時に、筆者の脳裏には以下のような想念が駆け巡っていた。１）学生時代に学んだ杭

基礎の図では上部構造の荷重をラフトの接地圧と杭の周面摩擦力、杭先端支持力で支える状

況が描かれていたので、木杭などがまさにこれ〔すなわちパイルドラフト〕の原型であると考え

ていた。２）高度経済成長期で鋼管杭やPC 杭が開発され、盛んに打ち込まれるようになっ

た時には、先端支持力が増大するとともに軟弱地盤では大きな沈下が生じて杭頭が露出する

事例が出た。３）その反省として、ラフトの接地圧は期待できなくなるので支持力だけの検

討では不足で、沈下の検討も必要であることが考えられるようになった。４）そして考え出

されたのがパイルドラフトである…。したがって、パイルドラフトは杭基礎から派生的に生

み出された設計上の考え方である。 

これは筆者の個人的な見解であると批判されるかも知れないが、筆者としては確信に近い考

えである。パイルドラフトが初めて登場した 2001 年版の基礎指針を改めて調べ直してみる

用語に以下のように説明されている。「パイルド•ラフト基礎：直接基礎と杭基礎を併用した

基礎形式のうち、平面的に異なる基礎と分割できず、複合した基礎として上部構造を支持す

る併用基礎の形式」。下線を施した最初の部分は単に「で」でよく、なぜこうした語句の追加

が必要なのか理解できず、定義として不明確かつ自信のなさを露呈していると筆者には思わ

れる。第２の部分も重複であって記述する必要がないなど、逆に最も重要な支持力と沈下に

関するラフトと杭の負担の割合を書き忘れているのではないかとの物足りなさを感じる表現

である。したがって、この文章は定義の体をなしているとは思えず、無理に併用基礎の一部

に分類させようと後付けで書かれたとの印象が強い。パイルドラフトは、杭基礎から派生し

た設計の考えを取り入れた基礎工法と考えた方が自然である。その意味で上記アに示された

“複合基礎”も設計法を取り入れて“工法”を名乗っているのではないかとの想念に至った

のである。いわゆる“認定工法”である。学会の書物では、認定工法は一般的なものとは別

に扱うのが普通であるが、小規模建築ではこうした認定工法が多く出現している事情がある

のではないか、との考えが不意に生まれたと言い換えてもよい注２）。 
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繰り返しになるが、以下に結論をまとめる。 

◆キーワード“地盤補強”は“地盤補強工法”とすることを希望する。ただし、小委員会が

2008年以来の“地盤補強”を継承する意思を示した場合はとくに異議は申し立てない。キー

ワード“複合地盤”は使えない事情があるらしいので、とくに主張はしない。 

◆図２のアは異質のものであるので削除する。その代わりに「小規模建築ではすでに多くの

認定工法が開発されている」との主旨の文章を追加する。 

以上 

 
注１）個人的には、“まだ不正確な言葉である”との感想は拭いきることができないが、例えば「杭頭固定度」
が正しくは「杭頭回転拘束度」である筈であるのに、世の中では“曲げモーメントに対する用語”であると認識
され、それの方が通じやすいという事情にあるので、それに合わせて使っていると同じ理由である。 

 
注２）「複合基礎」が認定工法に先取りされてしまったので、この用語を使えなくなっているのが小規模建築の
現状であるのかも知れない。もしそうなら、「小規模建築では設計法も取り入れた認定工法が多く開発されている」
といった内容を指針で書いておくのもよいのではないか？ 

 

 


